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 大都市地域における特別区の設置に関する法律の一部の施行について（通知）

 

 

大都市地域における特別区の設置に関する法律（平成２４年法律第８０号。以下

「法律」という。）は、平成２４年９月５日に公布され、下記第１３のとおり、第

４条から第６条までの規定は平成２４年９月２１日から施行されることとなりまし

 た。

貴職におかれては、下記事項に留意の上、法律の施行が円滑に行われ、また、適 

切な運用がなされるよう格別の配慮をされるとともに、各都道府県知事におかれて

 は、貴都道府県内の市町村長及び市町村議会議長に対してもこの旨周知願います。

なお、法律の施行に伴い、関係規定の施行の日（法律の公布の日から起算して６ 

月を超えない範囲内において政令で定める日）までに所要の政令の整備を行うこと

 としており、政令に係る留意事項については、別途通知する予定です。

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項 

 に基づく技術的な助言であることを申し添えます。

 

 記

 

 目的に関する事項（第１条関係） 第１

を設けるため区し、特別町村を廃止市いて関係区域内におの、道府県この法律は

政の調整に関す及び財びに税源の配分分担並道府県の事務の別区との手続並びに特

応じた大都市制実情ににより、地域のること置について定め係る措る意見の申出に

 度の特例を設けることを目的とするものとされたこと。

 
定義に関する事項（第２条関係） 第２  

の一定都市又は上の指人口２００万以とは、「関係市町村」おいてこの法律に １

の市町村（当以上一府県の区域内の道一同都市に隣接する該指定指定都市及び当

道府県一る同隣接す当該指定都市にては、ある場合にあっ都市で該市町村が指定



もものをいう以上の人口が２００万その総。）であって、を含むの区域内のもの

  のとされたこと。

ま市、千葉さいた幌市、れば、札口によづく人基に結果調査の年国勢平成２２

を含む市町村市又は神戸阪市、堺市大京都市、名古屋市、、、川崎市市、横浜市

 が関係市町村となりうるものであること。

も道府県をいう括する関係市町村を包とは、「関係道府県」おいてこの法律に ２

  のとされたこと。

関係市町村を廃とは、特別区の設置」いて「を除く。）にお第１２この法律（ ３

として、特別の区域定める区域をそ分けての区域の全部を市町村止し、当該関係

 区を設けることをいうものとされたこと。

 
 道府県の区域内における特別区の設置の特例（第３条関係） 第３

の法律の定は、こ務大臣らず、総かかわ規定に項の１条第８１法第２地方自治

ことができるう設置を行、特別区のて内におい府県の区域道により、めるところ

  ものとされたこと。

 
特別区設置協議会の設置に関する事項（第４条関係） 第４  

、地方自治法第府県は町村及び関係道関係市請しようとする置を申特別区の設 １

以下「特別区定書（設置に関する協別区の規定により、特項の１第２２５２条の

協議を行う協議会する別区の設置に関他特。）の作成そのいう設置協定書」と

  （以下「特別区設置協議会」という。）を置くものとされたこと。

項の規定２第３２条の方自治法第２５は、地の会長及び委員協議会特別区設置 ２

係道府県の議くは関関係市町村若しより、定めるところに規約のにかかわらず、

選任するもの中から験を有する者の学識経の他の職員又はは長そ会の議員若しく

  とされたこと。

 
 特別区設置協定書の作成に関する事項（第５条関係） 第５

特別区設置協定書は、次に掲げる事項について作成するものとされたこと。 １

  特別区の設置の日 ①

  特別区の名称及び区域 ②

  特別区の設置に伴う財産処分に関する事項 ③

  特別区の議会の議員の定数 ④

  特別区とこれを包括する道府県の事務の分担に関する事項 ⑤

  特別区とこれを包括する道府県の税源の配分及び財政の調整に関する事項 ⑥

  関係市町村及び関係道府県の職員の移管に関する事項 ⑦

  ①から⑦までのほか、特別区の設置に関し必要な事項 ⑧

特別区設置協定議会が、特別区設置協知事はび関係道府県のの長及関係市町村 ２

措置を講ずるの置その他法制上の措がうち政府げる事項の掲及び⑥に⑤の書に１

総務大臣に協めあらかじ共同して、、るときはしようとす載ものを記必要がある

  



 議しなければならないものとされたこと。

財政の調整分及び源の配並びに税の分担の事務る道府県包括すこれを特別区と

外の地方公共以公共団体、関係地方はあたって検討するにて項についに関する事

 団体に与える影響について十分に勘案する必要があること。

村の長及び関係係市町務大臣並びに関は、総出があったとき議の申２による協 ３

調うよう努め協議が、速やかに当該ともにに協議を行うと、誠実道府県の知事は

  なければならないものとされたこと。

きは、あらかじするとを作成しようと協定書は、特別区設置協議会特別区設置 ４

  め、その内容について総務大臣に報告しなければならないものとされたこと。

別区設置協定書当該特は、遅滞なく、たときよる報告を受け、４に総務大臣は ５

び関係道府県の長及びに関係市町村議会並、特別区設置協検討しの内容について

  の知事に意見を述べるものとされたこと。

れを全ての関係は、こを作成したとき協定書は、特別区設置協議会特別区設置 ６

  市町村の長及び関係道府県の知事に送付しなければならないものとされたこと。

 
 特別区設置協定書についての議会の承認に関する事項（第６条関係） 第６

区設置協定書のり特別、第５の６によ知事はび関係道府県のの長及関係市町村 １

定書を速やか設置協て、当該特別区を添え第５の５の意見きは、送付を受けたと

このとされたないもめなければなら認を求議して、その承会に付にそれぞれの議

  と。

の結果を、速やの審議、１による議会知事はび関係道府県のの長及関係市町村 ２

の知事に通知道府県村の長及び関係係市町会並びに他の関置協議かに、特別区設

  しなければならないものとされたこと。

道府県の知事かび関係係市町村の長及ての関は、２により全協議会特別区設置 ３

した旨の通知を承認別区設置協定書会が特関係道府県の議村及びら当該関係市町

知事から２に府県のの長及び関係道市町村に、全ての関係、直ちを受けたときは

係市町村の選）を関準日」という。て「基第７の１においた日（よる通知を受け

定書を公表し設置協に、当該特別区ととも大臣に通知するび総務挙管理委員会及

  なければならないものとされたこと。

 
 関係市町村における選挙人の投票に関する事項（第７条関係） 第７

０基準日から６会は、の選挙管理委員市町村知を受けた関係よる通第６の３に １

ないものとさばなら票に付さなけれ人の投置について選挙区の設日以内に、特別

  れたこと。

するよう、特別を促進、選挙人の理解に際し、１による投票の長は関係市町村 ２

いものとされならな明をしなければすい説ついて分かりや内容に区設置協定書の

  たこと。

係市町村の議会当該関る投票に際し、１によ管理委員会は、の選挙関係市町村 ３

を公報に掲載の意見関する当該議員投票にたときは、当該があっの議員から申出



  し、選挙人に配布しなければならないものとされたこと。

委員会に対し、挙管理関係市町村の選員は、、２人以上の議おいて３の場合に ４

るものとされができう申し出ることするよする意見を掲載で表明当該議員が共同

  たこと。

たときは、直ち判明しる投票の結果が１によ管理委員会は、の選挙関係市町村 ５

ともに、公表すると県の知事に通知係道府町村の長及び関関係市にこれを全ての

ときも、同様定した投票の結果が確。そののとされたことないもしなければなら

  とするものとされたこと。

年法律第１０２５昭和、公職選挙法（くほかをするものを除の定め政令で特別 ６

ついて準用すによる投票定は、１に規に関する団体の選挙共通地方公号）中普０

  るものとされたこと。

もことができるを行う挙と同時にこれ体の選普通地方公共団票は、１による投 ７

  のとされたこと。

 
特別区の設置の申請に関する事項（第８条関係 第８ ） 

よる投票においの１に係市町村の第７ての関係道府県は、全及び関関係市町村 １

同して、総務は、共成があったとき数の賛票の総数の過半有効投てそれぞれその

と。ただし、れたこできるものとさことが設置を申請する別区の大臣に対し、特

指定都市が特接する関係市町村に隣、当該町村にあっては関係市指定都市以外の

ないものとさができ申請を行うこと、当該場合でなければ請する別区の設置を申

  れたこと。

いものとされたならなえてしなければ書を添特別区設置協定請は、１による申 ２

  こと。

 
 特別区の設置の処分に関する事項（第９条関係） 第９

れを定めること臣がこ基づき、総務大申請に第８の１による置は、特別区の設 １

  ができるものとされたこと。

するとともに、を告示、直ちにその旨大臣はたときは、総務分をし１による処 ２

  これを国の関係行政機関の長に通知しなければならないものとされたこと。

  １による処分は、２による告示によりその効力を生ずるものとされたこと。 ３

置協定書に定め別区設きは、直ちに特ったとによる告示があは、２関係市町村 ４

  られた特別区の議会の議員の定数を告示しなければならないものとされたこと。

第２８３条第１自治法の定数は、地方の議員た特別区の議会示され４により告 ５

特別区の条例く当該項の規定に基づ条第１１９れる同法第適用さ項の規定により

 により定められたものとみなすものとされたこと。

置協定書の内容別区設合において、特った場による申請があ８の１政府は、第 ６

請があった日当該申認めるときは、あるとを講ずる必要がな措置を踏まえて新た

  から６月を目途に必要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとされたこと。

 



（第１０条関係令の適用に関する事項する道府県に対する法特別区を包括 １０第 ） 
については、用規定の適他の法令のの自治法そ県は、地方府括する道特別区を包

とみなすもの都くほか、るものを除あの定めが政令に特別くれに基づ法律又はこ

 とされたこと。

  
（第１１条関係係る措置に関する事項に関する意見の申出に事務の分担等 １第１ ） 
て、特別区とこ共同し当該道府県は、区及び内の全ての特別の区域の道府県一 １

の在り方に関の調整の配分及び財政に税源事務の分担並び府県のれを包括する道

  し、政府に対し意見を申し出ることができるものとされたこと。

を経なければなの議決び道府県の議会別区及いては、当該特出につ１による申 ２

  らないものとされたこと。

踏まえた新たな意見を月を目途に当該から６申出を受けた日による政府は、１ ３

は、当該意見るとき要があると認めし、必無について判断要の有措置を講ずる必

るものとされを講ず置その他の措置上の措かに必要な法制、速やの趣旨を尊重し

  たこと。

 
例に関する事項（第る特別区の設置の特括する道府県におけ特別区を包 ２第１

１２条・第１３条関係）

 

 
道府県における括するは、特別区を包の規定１条の４第８項第２８地方自治法 １

 特別区の設置については、適用しないものとされたこと。

の市町村の一る隣接する当該特別区ににおけ道府県の区域内括する特別区を包 ２

まで（第８の９ら第いては、第４か置につ上の特別区の設以二る区域の全部によ

  １のただし書を除く。）を準用するものとされたこと。

の市町村の一る隣接する当該特別区ににおけ道府県の区域内括する特別区を包 ３

、第８（１の６までは、第４から第ついて特別区の設置にの一る区域の全部によ

を要しないもの投票とされ、選挙人るものを準用す９び第。）及ただし書を除く

のとされたこと。  
 

 施行期日 第１３

いて政令で定め内におを超えない範囲て６月の日から起算し、公布この法律は １

 る日から施行するものとされたこと。（附則第１条関係）

おける特別区の地域に期日は、大都市の施行条までの規定６から第条４法律第 ２

第２４３号）令２４年政政令（平成る日を定め部の施行期一る法律の設置に関す

 により平成２４年９月２１日とされたこと。




